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1 .はじめに

たばこは，喫煙者本人ばかりではなく受動喫煙者に対

しでも有害であり，喫煙は「晴好」ではなく「薬物依存」

であるとの認識も一般的になりつつある 喫煙の健康影

響については様々な推計がなされているが. Mackay 1) 

は2025年には全世界で1，000万人が喫煙に関連した疾患

により死亡するものと予測している. I前世紀に全世界

に拡がり，現在も蔓延し続けている疾病が2つある.ひ

とつは言わずと知れた AIDSであり もうひとつがたば

こ病だJ2) との指摘を待つまでもなく，喫煙は公衆衛

生上の最優先課題であり，世界保健機関 (WHO) は

1970年代以降，世界保健総会において様々なたばこ対策

決議を採択し 1989年には「たばこに関する行動計画」

決議を行った. 2003年の総会では 国際協力によりたば

こが健康に及ぼす悪影響から現在および将来の!日;代を保

護することを目的とした「たばこ規制枠組み条約」が採

択された

わが国では，政府が独占的にたばこ事業を所管する専

売制が長く続き，専売制廃止後も財務省が事業の保護に

当たるなどの事情により:3.4) 喫煙対策は他の先進国や

シンガポールやタイに比べても遅れていた::;) しかしな

がら，第 3次同民健康づくり運動である「健康日本21J

計闘の策定過程で 喫煙対策についての数値目標化につ

いて論議を呼んだことがかえって喫煙対策の重要性を浮

き彫りにしたこと. I健康日本21Jの根拠法である2003

年施行の健康増進法で施設の管理者に受動喫煙対策の努

力義務を課したことなどもあり 全国的に喫煙対策への

1 )福島以立医科大学看護学部 ケアシステム開発部門

環境・保健学/看護管理学領域

取り組みが加速している.特に，教育の場では， 2002年

4月に学校保健学会が全国の教育委員会に学校敷地内全

面禁煙を要請したこともあり 敷地内全面禁煙の波は拡

がっている

福島県においても.I健康日本21Jの地方版である「健

康ふくしま21Jで 2010年までに喫煙率を半減すること

をめざして県民健康づくり運動をすすめていくこと，が

確認された 2005:午4月からは，教育庁所轄の全ての県

立学校が敷地内全面禁煙に踏み切り，同年5月現在で市

町村立学校でも 6割が敷地内全由A禁煙となった

本学は1944年に福島県立女子医専として出発し， 1950 

年に旧制大学として開設されたが， 1987年から88年にか

け現在地に移転するまでは喫煙規制に関する対策はほと

んどとられていなかった.移転後，学生食堂や病院食堂

の時間分煙や空間分煙などが行われたが，組織だった対

策としては1994年の部長会で決定された病院での喫煙指

定場所以外建物内禁煙であった 1998年開設の看護学部

では当初より館内全面禁煙であったが，一部の教員の研

究室での喫煙を黙認したため問題を残した.同午11月作

成の大学施設管理運営マニュアルでは指定場所以外は禁

煙とされたが，場所の指定はされなかった.初めて全学

の問題として喫煙対策が取りとげられたのは2001年度の

衛生委員会である. I大学及び病院とも全面禁煙とする

ことが望ましい」としながらも 「本学のこれまでの現

状や喫煙者の立場にも配慮して 基本的には分煙が適当

と判断される」ことから 屋外7カ所を含む14カ所を喫

煙筒所として指定しそれ以外は原則禁煙とした.ただ

しその後も一部の医局で喫煙が日常化するなど必ずし

も原則禁煙が完全には守られているとはいえない状況が
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表 1 福島県立医科大学における喫煙対策の推移

年 決定事項等

1994 部長会にて病院分煙決定

1998 看護学部創立

大学施設管理マニュアル策定

(施設内指定場所以外禁煙)

2001 衛性委員会にて大学分煙化決定

2004 病院敷地内全面禁煙決定

2005 大学敷地内全面禁煙決定

2006 

続いている.その後 2005年5月をもって附属病院敷地

内全面禁煙となり，同年7月の評議会で2006年4月から

大学敷地内全同禁煙とする学長方針が報告され，全面禁

煙までの移行処置として喫煙箇所を屋内 lカ所，屋内3

カ所に制限するとともに 衛性委員会に禁煙対策ワーキ

ンググループを設置し 全面禁煙に向けた課題の明雄化

と対策の提案を行うこととなった(表 1) 

本稿では，本学敷地内全面禁煙にあたり，たばこ対策

の現状を，主に教育-医療・公的機関に絞って概観する

とともに，医師・看護師養成機関での喫煙問題と本学が

敷地内禁煙とすべき根拠および実施にあたって配慮すべ

き事項について考察する

ll. 世界の喫煙対策の現状

アメリカ先住民の宗教儀式等に用いられていたたばこ

は， 15世紀末にヨーロッパにもたらされ， 16世紀の中頃

には日本に伝来した. ヨーロッパ同様日本でも喫煙習慣

は拡がっていき，為政者により喫煙の制限政策がとられ

た時期があったにもかかわらず人々の聞に定着していっ

たなお，喫煙量(本数)の増加には19世紀末の紙巻き

たばこの普及が，喫煙率の増加には，喫煙が前線で戦う

兵士の勇姿のシンボルとも捉えられていたこともあり，

第1次および第2次世界大戦が大きく貢献したとされて

いる.米国では第2次世界大戦後消費は順調に伸び続

け，わが国でも終戦後の男子の喫煙率は8割を超えてい

実 方面 全寸長ナ三

病院館内喫煙場所以外禁煙

当初より看護学部棟内全面禁煙

指定喫煙所(屋内7カ所屋外7カ所)以外全両禁煙

(全両禁煙が望ましいが現状に配慮)

5月より病院敷地内全面禁煙実施

10月より総合科学棟喫煙所を除き大学館内全面禁煙

4月より大学敷地内全面禁煙実施(予定)

たこのような喫煙の流行に転換が訪れたのは1964年の

米凶公衆衛生局長報告「喫煙と健康」であり，この後米

国で喫煙の健康影響の周知と対策の推進により喫煙率は

急速に低下していった.

米国でのたばこ消費量の減少に伴い，たばこ産業の

ターゲットは途上国に向けられている.途上国における

喫煙増加が続けば たばこによる健康および経済の損失

は今後減少が予想される感染症による被害を大きく上回

り，21世紀初頭には世界的脅威になると予想されている

WHOは喫煙対策を全舟界的課題と捉え， 1970年以降，

世界保健総会において法的規制を視野に入れた様々なた

ばこ対策決議を採択し 加盟国に対して包括的たばこ対

策推進を勧告するようになった. 1989年5月の第42回世

界保健総会における，たばこ減少とたばこ関連疾患の予

防に関する「たばこに関する行動計画」決議を記念して，

5月31日が世界禁煙デーとなった 2003年5月の総会で

採択された「たばこ規制枠組み条約」は，たばこの消費

等が健康に及ぼす悪影響から現在および将来の世代を保

護することを目的としたばこに関する広告，包装上の

表示の規制及びたばこの規制に関する国際協力について

定めている.この条約の批准により 1 )受動喫煙防止

対策， 2)たばこ製品の包装・ラベルについて「ライト」

「マイルドJ等の形容的表示など，誤った印象を生ずる

手段を用いたたばこの販売促進の防止対策， 3)たばこ

製品の包装-ラベルの表示面の30%以上を占める健康に

関する警告を付すこと， 4)あらゆるたばこの広告，販



売促進及び後援の包括的禁止，または制限. 5)未成年

に対するたばこ販売を禁止するための効果的な措置，が

わが国に義務づけられることとなった 5，6)

m.わが国での喫煙対策の現状

米国で1960年代後半から喫煙率が低下していったのに

対しわが国では1970年代に喫煙率のピークを迎えその

後漸減傾向が続いている.暴露から健康障害発生までの

期間を考えると現在たばこ関連死亡のピークに突入しつ

つあると考えられている 4) わが国の喫煙対策は古く，

1900年には未成年喫煙禁止法が制定されているが実効性

に問題があった. 1964年には厚生省が未成年の喫煙につ

いて通知を出し，喫煙と肺がんについても検討していた

が，有効な対策を打ち出すにはいたらなかった.喫煙対

策については所管官庁が多岐にわたり調整を担与する省

庁がないこと，専売制は廃止されたが，財務省が税収上

の理由からたばこ事業の保護にあたり，国民の健康の保

持増進の立場から喫煙対策を進めようとする厚牛‘労働省

との聞にかなりの希離がみられていること，が指摘され

ている 3)このようにたばこ対策が遅れたわが国でも，

2000年に制定された「健康日本21Jのたばこ対策では

げたばこのない社会j という社会通念を確立するため

に，不特定多数の集合する公共空間(公共の場所及び歩

行中を含む)や職場では原則禁煙を目指す」とされ，

2003年施行の健康増進法で公共の場での分煙が努力義務

化された こうした動きと前後して，航空機内の全面禁

煙化をはじめ公共交通機関での原則禁煙化，学校敷地内

全面禁煙など，禁煙の波は碓実に)ム‘がっている.この章

では特に学校および地方自治体庁舎内での対策について

述べる

1 .教育の場での喫煙対策 学校敷地内全面禁煙の

うねり

教育の現場での喫煙対策は学校敷地内全面禁煙に向け

大きなうねりが岸じている

旧文部省は1995年5月 「喫煙防止教育等の推進につ

いて(通知)Jにおいて 公衆衛生審議会の「たばこ行

動計両検討委員会報告書」で指摘された防煙教育の推進

および学校等における禁煙原則にもとづく対策をうけ，

各都道府県教育委員会等に防煙教育の徹底を指示した

前述の「健康日本21Jでは「教育関係者は，同民に対す

る範として， 自ら禁煙に努める」としている. また. H 

本学校保健学会は. 2001年11月の第48回大会において，

「青少年の喫煙防止に関する提言J7lを採択し「学校

をタバコのない場所に!Jをスローガンとし Ir学校の
ヘルスプロモーションjの一環として，学校全体を禁煙

たばこ対策の現状と課題 3 

とすること」を第一番目に掲げた さらに「教師本人が

意識しようとしまいと児童生徒の強力なモデルとなって

おり，学校こそ健康な人聞を育てる場であるJことから，
教職員に対して「自らが，タバコを吸わないという望ま

しいモデルを児童生徒に示す」ことを求めている.中学

生の調査8) によると，男子教員の喫煙率が高いことが

中学生の喫煙率の高さと関連していた.高校生ではそう

した関連は認められないことから 年少者ほど教員の喫

煙に影響されやすいと考えられる. I最強の喫煙対策で，

効率がいいのは，大人がタバコをやめること」との指

摘引もあり，教職員が禁煙モデルを示すことはきわめ

て重要である.この「青少年の喫煙防止に関する提言」

に基づき翌2002年4月 日本学校保健学会理事長名で各

都道府県教育長あて Ir学校全体の禁煙』を始めとする
喫煙防止対策推進のお願い」で都道府県立学校全体の禁

煙および市町村教育委員会への働きかけを求めた 都道

府県単位で最初に学校敷地内全面禁煙が実施されたのは

和歌山県で2002年4月のことであった.その後この動き

は瞬く聞に全国に広がり 2005年6月現在23都道府県で

都道府県立学校の敷地内全面禁煙が実施ないし決定され

ている.福島県でも 1年間の周知期間の後. 2005年4月

から県ーす‘学校の敷地内全面禁煙が実施された政令市で

も仙台市が2003年11月から公立学校の敷地内全面禁煙を

実施したのに続j 札幌市，横浜市，名古屋市，広島市，

神戸市，京都市，福岡市などが実施ないし実施を決定し

ている川.また，多くの市町村にも同様の動きがあり，

福島県保健福祉部健康増進グループの調査11)によれば

福島県内で2005年5月現在61%の市町村，¥[小中学校が全

面敷地内禁煙となっている

2.地方自治体庁舎等での喫煙対策の遅れ

人事院が2003年7月に出した「職場における喫煙対策

に関する指針(勤務条件局長通知)Jでは. I空間分煙を

最低基準とし，可能な範囲で全面禁煙の方向で改善に努

めること」としている.その理由として「全館禁煙化や

空間分煙により受動喫煙防|卜.対策を徹底することは，こ

れまで禁煙を希望しながら禁煙できなかった喫煙者に

とっても，たばこをやめる機会になる」とし同時に「産

業保，産業看護職から禁煙を勧奨し禁煙希望者にはニ

コチン代替療法を用いた禁煙サポートを実施することに

より，短期間で喫煙率が大幅に低減することを経験して

いる.全ての職場で、全館禁煙や有効な空間分煙による受

動喫煙対策を推進するとともに禁煙サポートを併行推進

することが求められるJと喫煙者対策の重要性を指摘し

ている. しかしながら 2003年6月に行われた全同規模

の実態調査によれば12) 喫煙対策は96.4%の市町村で行

われていたが，庁舎内禁煙は18.1%の実施率にとどまり，
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禁煙支援プログラムは14.0%という低さだった. 2000年

度の調査(厚生労働省:平成12年度地方自治体における

喫煙対策実施状況調査結果概要)での庁舎内禁慣の実施

率5.2%に比べ増加しているが 分煙の実施増加率と比

べると低い.

福島県内に目を向けると，市町村庁舎内の喫煙対策は

1990年代中頃からみられはじめたが. 1996年現在で空間

分煙ないし禁煙を行っていると答えた市町村は，執務室

内では20%，窓口では22%に過ぎなかったJ:l)前述の福

島県保健福祉部健康増進グループの調杢11) によると，

2001年の調査では市町村の住民窓口の82.2%，執務室の

85.6%が空間分煙ないし禁煙を行っていると回答するほ

どに増えたが，空間分煙の要件を厳密(他に煙がもれる，

あるいは空気清浄器の設置のみでは空間分煙とは認めな

い.現在市販されている空気清浄器には脱塵効果以外の

有害成分除去効果はほとんどないため)にしたところ，

庁舎内の分煙率は5割台に落ち， 2005守ムの調査でようや

く61.4%になった 健康増進法の施行後であるにもかか

わらず依然法律違反状態が続いている.また，本来全面

禁煙であるべき市町村保健センターでも15%では何ら対

策を施していない現状にある

保健医療機関や教育機関 官公庁においてはその社会

的使命や施設の性格に照らし 「禁煙原則」に立脚した

対策を確立すべきという提言14)がなされている.公共

性が高く， さらに規範的立場の公共機関である官公庁庁

舎内では，率先して禁煙を実施する姿勢が求められる

V 医療従事者等の喫煙の現状

医師は自分自身を非喫煙モデルとして提示することに

よって喫煙をコントロールする技術を指導し山，青少年

が喫煙を開始することを防止する上で重要な役割を担

う16) ことが期待されており 医師法でも健康教育は医

師の職務と定められている.看護職もまた患者や地域住

民に最も身近な存在として非喫煙モデルが期待される.

ここでは，医療従事者特に医師，看護師および医学生，

看護学生の喫煙の状況・喫煙に関する意識について観察

する

1 .医師および医学生の喫煙の現状と意識

医師の喫煙率は一般人よりも低いとはいえ，欧米と比

較すると高率であり，禁煙指導をする立場にある者とし

て更に努力する必要があると考えられる17) 本学|府属病

院勤務医に対する調査18)でも1996年現在で約20%が喫

煙者であった. 日本医師会会員の調査19) によると，喫

煙率は男女ともに日本全体のほぼ半分であったが，専門

家別にみると男子では耳鼻科医・外科医で高く，呼吸器

科医や循環器科医では低くなっていた.近年医師の喫煙

率は卜&がってきており 2000年の調査に比べ2004年には

男子で有意の減少を示した叫日本呼吸器学会員では，

1996年の22.7%から2003年には13.9%となっているが

17)この間後述するように1997年には学会として禁煙勧

告がなされている

医学生についてみると. 1994年の自治医大の調査21)

では高学年ほど喫煙率が高く 6午生では30%近い喫煙

率であった. 1995年に北日本の某国守‘大学医学部の第3

学年から第 5学年までの学生333名を対象に行った調

査22)では，現喫煙率は男子で25%，女子で4%. 前喫

煙率は男子12%，女子2%であった. 80%以上の者が，

「医師の喫煙は何らかの制限があれば認められる」と回

答し， I医師は喫煙すべきではない」とした者は13%の

みであったまた 2003年の北海道大学医学部の調査制

によると学部学生の喫煙率は男子15.4%，女子4%，教

職員では男子21.7%，女子 4%，事務職員では男子

34.8%. 女子6.7%であった.これらの値は，私立医科大

学医学部の医学と巨の喫煙状況を調査した，第7回私立医

科大学・医学部学生生活実態調査報告書 (2000年)の男

子36.7%，女子10.4%と比較して低かった 例えば，川

崎医大では1998年および1999年の 5守ー生の調査24)によ

ると，男子52.6%. 女子20%が喫煙者であった.また，

喫煙者に留年経験者が多かったという

本学医学部についてみると. 1985年当時25)の男子学

生の喫煙率は 3，4年生では41%であった.同時に調査

した附属病院医師の意識調査では25.8%が「喫煙は絶対

やめるべき」と回答し，これを加えた77.4%が「喫煙は

やめるべき」と回答し 「個人の自由であるJとした者

は9.7%であったが，喫煙者と非喫煙者でその割合に差

はなかった 一方，医学部生では非喫煙者で37.5%. 喫

煙者で60.7%が「喫煙は個人の自由Jと答えていた 著

者らは， Iこの違いは，単に知識の違いだけでなく，社

会的な立場の違い，すなわち，医師は，医療に携わる者

として，健康を守る社会的立場にあるため評価が厳しい

が，医学生は多少の医学知識はあるものの，将来医療に

携わる者としての社会的な責任もあまり強く自覚してい

ないため」としている.筆者が1996年に本学医学部3年

生を対象に行った調杏(未発表)でも，男子学生の約3

分の lが喫煙者であり 前喫煙者を含めると半数が喫煙

経験者であった喫煙者および前喫煙者20名中 5名が，

本学入学後に始めてたばこを吸い また6名が入学後に

常習喫煙者となっていた.入学後に始めて喫煙した5名

についてそのきっかけをみると 4名が「友人との飲み

会やクラブ等のコンノリと答えた.現在喫煙している12

名について禁煙の意志について尋ねたところ. 9名が

「禁煙を試みたことがある」と答えたものの， I今後禁煙



するつもりはない」とした者が8名と 3分の 2を占め

た医師の喫煙に対する見解については， I非喫煙者へ

配慮した上で吸うのであれば問題ない」とするものが全

体の 3分の 2を占めており， I健康教育者として，喫煙

する姿を患者にみせるべきでないJとする者は3割に満

たなかった. I医師は喫煙すべきではないjとするもの

もl名のみであった.なお，喫煙状況による医師の喫煙

に対する凡解の莞はみられなかった.

以上，本学医学部学生についての2つの調青から，入

学後に喫煙者となるものがしlること，受動喫煙者の保護

については志識があるものの 医師の健康教育者として

の禁煙についてはほとんど意識がないことから，入学初

期からの教育の必要性がうかがわれた.なお，筑波大学

医学専門群の学牛:600名の調査~6) でも，大学入学後喫煙

を開始する学生が多く その喫煙習慣はその後も続く可

能性が示唆されている

2.看護師および看護学生の喫煙状況と意識

看護師の喫煙率が高いことは|吐界的に知られており，

職業に伴うストレスの影響も指摘されている山 一方，

カナダやフィンランドの看護師では低く，看護師の社会

的地位が関連しているのかもしれない.河野らの調査部)

によると，わが同の女性看護師の喫煙率は22.9%であり

一般女性より高くなっていた 支援が低い群，報酬が低

い群で喫煙率が有意に高いことが示されたが，年齢を調

整すると有志;で、はなくなった.また 現喫煙者の70%で

看護学生時代またはそれ以前に喫煙が習慣化していると

考えられるため，看護学生時代の喫煙行動も含めた検討

が必要であると指摘している 国立病院および凶立療養

所での調査~9) では，看護職の喫煙率は女子18.5%. 男子

67.8%と当時の一般成人の喫煙率 (13.3%， 60.4 %)よ

りも高くなっていた.女子について見ると看護婦の喫煙

半は16%であるのに対し准看護婦では29%と高くなって

いた.准看護婦では特に20歳代での喫煙率が高く，順次

低下していた.職業満足感が高いほど喫煙率は低かっ

た. I医療従事者として喫煙すべきでないJとする者は

非喫煙者で37%. 喫煙者で15%なのに対し「他の職業と

区別することなく吸ってもよしリとする者はそれぞれ

33%と58%であった.喫煙が習慣になった年齢は各年代

とも 20~24歳が圧倒的に多く，学生時代ないし就業後す

ぐに喫煙を開始していることをうかがわせる. 100床以

上の11病院に勤務する看護職を対象にした調査30)では，

女子の18.8%が喫煙者であり前喫煙者を加えると 4割を

超した また男 fでは54%が喫煙者であった 「医療従

事者として看護職は喫煙すべきでない」に賛成する者は

10.2%のみであり 「医療機関である病院は全館禁煙に

すべきである」には喫煙者の18.6%，非喫畑者の47.4%

たばこ対策の現状と課題 5 

のみ，ト病院におけるタバコの販売はやめるべき」には

それぞれ36.5%，56.8%が賛成したのみであった

看護学生についてみると. 2002年の石川県内の全看護

系学と主に対する調査31)では 未成年者も合まれている

にもかかわらず，男子の喫煙率は43.1%.女子では

15.1 %であった.学校形態別では大学生の喫煙率は9.8%

と専門学生の21.0%の半分以ー|、ーであった. これは大:井田

らが首都圏で、行った調査結果32)での看護大学学生13%.

専門学校学生26%と同様の傾向であったただし大井

田の調査では友子のみに限定している.未成年者の喫煙

率も大学7.8%.専門学校22.8%では差がみられた.喫煙

平ーに影響を与える要閃として母親および友人の喫煙率が

挙げられた.喫煙に対する態度では「保健医療従事者の

喫煙は好ましくない・喫煙ーすべきでない」とする者は，

非喫煙者では50.2% 喫煙者では20.7%のみであった.

初回喫煙年齢をみると，看護学校在学期間中と思われる

18~21歳時が52.7% と半数日、← k をr'îめており，入学前後

に喫煙を開始する者が多いことを示している.森は33)

「医療従事者が健康なライフスタイルの模範となること

を白覚して，みずから禁煙する(喫煙しない)ことは職

業上の重要な使命である.一方看護婦での各種の調査結

果から喫煙の害に関する知識は一般に比べ多少高いもの

の，医療従事者としての exemplarroleの白覚の弱さを示

している」と指摘している.看護学生も医学生JwJ様入学

初期からの医療従事者としての役割モデルの自覚を合め

た教育が必要であろう

V.学会等の対応

日本呼吸器学会が1997年に総会において「禁煙に関す

る勧告」を決議して以降，多くの「手会や保健関連凶体が

組織として「禁煙宣言J等を行ってきている T.なもの

を去2にまとめた.

日本呼吸器学会は「禁煙に閲する勧告Jで禁煙推進運

動を社会に対して行う姿勢を明確に打ち出したのに引き

続き. 2003年には「禁煙空言」却を行ったjliJ学会は

この官言の基本方針の't1で 「専門医の資格要件として
非喫煙者であることJI会員が所属するすべての保健医

療施設において，全館禁煙を目指すJI広く保健医療従

事者へ禁煙を促すJI医療従事者を目指す学生への喫煙

問題についての教育を求める」ことなどを掲げており，

他の学会等に先んじた内容となっている

日本学校保健学会は riij述のように2001年11月の第48

回大会において. I青少年の喫煙防止に閲する提言J7) 

を採択し. I学校をタバコのない場所に!Jのスローガ

ンのもと， I学校全体を禁煙とするJ目標を掲げ，翌

2002年4月，各都道府県教育長あての門学校全体の禁
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表2 学会，保健医療関連団体における禁煙宣言等

年 戸-IH，- fヱミb、 H 仁1 等

1997 日本呼吸器学会 禁煙に関する勧告

1998 日本がん疫学研究会 がん予防のための円本がん疫学研究会提言

1999 日本小児科学会 小児期からの喫煙予防に関する提言

2000 日本肺癌学会 禁煙宣言

H本公衆衛生学会 「たばこのない社会」の実現にむけて

2001 日本学校保健学会 青少年の喫煙防止に関する提言

2002 日本循環器学会 禁煙宣言

日本，--，腔衛生学会 禁煙宣言「たばこのない世界」を目指して

日本気管支学会 禁煙活動宣言

(現日本呼吸器内視鏡学会)

2003 日本呼吸器学会 禁煙宣言

円本癌学会 禁煙宣吉

日本公衆衛生学会 「たばこのない社会」の実現に向けた行動宣言

2004 日本歯周病学会 禁煙宣言

保健医療関連団体
ト一一…ー

2001 日本看護協会 看護職のたばこ対策宣言

日本医師会 日本医師会禁煙キャンペーン

2003 日本小児科医会 日本小児科医会宣言

日本医師会 禁煙推進に関する日本医師会宣言

日本薬剤師協会 禁煙運動宣言

日本対がん協会 禁煙宣言

2004 全国保健所長会 喫煙対策の推進に関する行動宣言

2005 日本歯科医師会 禁煙宣言



煙』を始めとする喫煙防止対策推進のお願い」で都道府

県立学校全体の禁煙および市町村教育委員会への働きか

けを求めた.

日本公衆衛性学会は2000年7月「たばこのない社会の

実現に向けてJ35)で「たばこのない社会」が実現する

よう，あらゆる機会や関係団体をとおして，個人，集団，

および、社会環境を対象とした喫煙対策の推進を支援する

ことを買言した. さらに 2003年には「たばこのない社

会の実現にI&Jけた行動宣言J36)において. 12004~午の総

会時に喫煙率を調査し 2010年までの6年間に喫煙率を

4分の 1とするJ1学会関連の施設，機関(研究教育，
衛生行政，医療等)の禁煙をめざすJ1たばこ産業との

共同研究は行わないJ1学校-地域・職域との連携により，

たばこ対策の実践活動を推進する」ことなどを掲げてい

る. また. 1保健医療従事者の教育研修機関(大学，保

健所等)が連携し|実科-歯科学生，看護学生及び研修

医等に対して，たばこ対策(自らの禁煙，禁煙希望者に

対する禁煙指導等)を実践できるように教育・研修を行

う」こととしている

日本小児科学会は. 1999年に「小児期からの喫煙予防

に関する提言J37)において「小児科医の喫煙予防活動」

「喫煙予防教育の実施J1たばこ自動販売機の規制J1た

ばこ広背の禁止J1テレビ放送中なとやの喫煙場面の禁Jr.J

の5項円からなる提言を行っている

日本循環器学会は2002年に「禁煙宣言J3S)を行い，

12007年までの数値目標として会員 事務貝を含む関連

施設従業員の喫煙率を 4分の 1とするJ1医学部学生の

喫煙率を 0%とする」ことを掲げるとともに. 1すべて

の公的施設の完全な禁煙を要請する」ことなど掲げて

いる

日本医師会は2001年以降禁煙キャンペーンを開始し

反タバコのテレビコマーシャルを毎週 l回放映するなど

してきた.2003年3月には定例代議員会において. 1禁

煙推進に関する日本医師会宣言J39)を承認した これ

は「国民の健康を守るために 喫煙大国からの脱却をめ

ざして，今後とも禁煙推進に向けて積極的に取り組んで

いく」ことを宣言したものであり，具体的には， 1医師

及び医療関係者の禁煙の推進J1全同の病院-診療所及

び医師会館の全館禁煙の推進J1医学生に対するたばこ

と健康についての教育の充実J1たばこの健康に及ぼす

悪影響の国民への普及啓発J1あらゆる受動喫煙による

健康被害からの非喫煙者の保護，特に妊婦，未成年者に

対しての喫煙防Iト‘の推進J1たばこに依存性があること
を踏まえて，禁煙希望者に対ーする医学的支援の充実J1禁

煙:を推進するための諸施策について，政府等関係各方面

への働きかけ」を行っていく， としている

日本看護協会は2001年の「看護職のたばこ対策立

たばこ対策の現状と課題 7 

言J40)で，保健医療福祉施設の「禁煙・分煙J環境の

整備を目指していたが.2004年5月世界禁煙デーに合わ

せ. 1看護者たちの禁煙アクションプランJ3年計画41)

を発表した.計画では2006年までに 「看護者の職場内

での喫煙ゼロJ1保健医療福祉施設や看護教育機関の敷

地と建物内の全面禁煙J1看護学生に対する防煙・禁煙

教育J1看護者による地域の人々への禁煙支援と教育活

動の実践Jを目指すこととしている.このアクションプ
ランは，行動計両と禁煙支援ガイドの 2本立てであり，

ガイドは. 1喫煙する看護者のインタビューなどの調査

に基づき，喫煙に関する知識の普及と職場を完全禁煙に

する」ことが重要だとしている.協会は禁煙環境の整備

を目指したばこ対策委員会を各施設に作り，看護者の

相談窓口となる禁煙支援担当者を育成するなどの方針を

打ち山した禁煙突行法としては ストレス管理法や体

重管理法の教育，インターネットや携帯メールを使用し

た既存の禁煙プログラム，ニコチンガム，ニコチンパッ

チなどの代替療法や禁煙外来も紹介している.また，禁

煙指導や治療が盛んになるよう禁煙診療を報酬化し医

療保険でカバーできるよう国に要望していくとしてい

る.なお「禁煙・分煙環境の整備」から「敷地と建物内

の全面禁煙」への転換は 円本院療機能評価機構の病院

機能評価項目の改訂に対応しているとされている

VL 医療機関の敷地内全面禁煙への動きと

課題

日本医療機能評価機構の最新の評価体系では.1全館

禁煙を原則」とし 「敷地内を合む全面禁煙の場合は高

く評価する」としている. しかしながら，福島県の状況

をみると.2004年の相双保健福祉事務所の調査42)では，

対象とした16病院のうち 6病院 (38%)のみが館内全両

禁煙であり， 2005年の会津保健福祉事務所の調杏431で

も，対象24施設中敷地内全面禁煙は3施設のみ，館内全

面禁煙を含めても全体の46%の11施設しかなく，長野県

医師会の2003年調査441の全館禁煙65.8%に比べ低くなっ

ていた.本学の附属病院敷地内禁煙から大学敷地内全面

禁煙への動きが，福島県内の各民療機関の禁煙化へ波及

することを期待したい

禁煙広報センタ _4ei)の事例紹介で.2000千「‘の開設時

より全館・敷地内完全禁煙とした塩尻共立病院の矢崎顕

二院長は，ト医師-看護師に限らず，医療機関に勤務す

る人は人々の健康を守る立場にある 健康を害すること

がはっきりわかっている喫煙は，白己否定であり，職業

倫理に反する行為である」と考えト喫煙を容認する『分

煙jを認めるつもりはなかった.医療従事者であっても

禁煙でニコチン依存から抜け出すと たばこの煙ゃにお
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いが，いかに患者に迷惑なものであったかを情る」と述

べている.)11巨天堂医院および順天堂大学医学部は2003年

より全館禁煙となったが 巾村は 2)iこれらの措置は健

康増進法と病院機能許価受審に対応したもので，いわば

外圧に押されて決定した形であった. このため禁煙の必

要性について，医師・患者双方に充分な理解が得られて

いないという問題点が残されているJとし. i喫煙の害

が明らかになっている今 喫煙を容認する理由は何一つ

ない 疾患の原因や悪化因子を取り除くことが，病院の

機能・医療従事者の職務であり 喫煙者‘を禁煙に導いて

あげるのが医療従事者としての本当の配慮」であること

の再確認を求めている これに対し精神科領域特に統合

失調症では禁煙に導くことが難しく必いわゆる強制入

院である医療保護入院や措置入院での禁煙に対する疑問

の表明47) もあるが，中村の言うように「病院の機能・

医療従事者の職務Jを考えるなら 精神科病棟を含め医

療機関が敷地内全面禁煙であるのは当然のことといえ

よう

敷地内全間禁煙を実施している施設では喫煙者対策は

必須である.札幌社会保険病院48)では「禁煙外来」に

専任医師はおかず，全医師が「禁煙外来マニュアル」に

もとづき担当することにより効果を挙げている. 1司病院

では19) トイレや玄関前などでのかくれ喫煙対策として，

事務局職員を中心に禁煙指導パトロールを実施するとと

もに吸い殻の収拾を行っており 年々ポイ拾ては少なく

なっている 野村川も ir場所の禁煙』が有効なのは，
そのルールが額面どおり守られている場合に限る.最初

の小さなルール違反 一部の確信犯的喫煙者による喫煙

に， きちっと対応することが最も効果的である.巡回す

るなどの対)必をあらかじめ決めておく必要がある.また，

巡回中でなくても 病院職員がルール違反の現場を通り

かかった場合には必ず声をかけるよう徹底するJことが
重要としている.広報活動，施設整備や各種団体との連

絡・調整なども含め 事務局職員の役割が大きいことが

うかがえる

なお，本学病院領域医事グループが附属病院敷地内全

面禁煙に先立ち全国の国公立大学附属病院に対して行っ

た調査(未発去)では.2005年 1月現在で.49施設中敷

地内全面禁煙が8施設，建物内全面禁煙が28施設であ

り，建物内全面禁煙の施設でも敷地内全面禁煙への移行

を検討していた また 日本学校保健学会「たばこのな

い学校推進プロジェクトJ51)の調査によると，医療系

では多くの大学が全館禁煙となっており.2003年7月か

ら実施している秋出大学医学部のように敷地内全面禁煙

が主流になっていくものと思われる

祖国おわりに

たばこが喫煙者本人ばかりではなく受動喫煙者の健康

にも思影響を及ぼすこと 喫煙宵慣は晴好ではなく薬物

依存で、あること，は疑問の余地のないこととして受け入

れられるようになってきた. i健康日本21Jや健康増進

法，各種学会の禁煙宣言， 日本医療機能評価機構の評{ulI

項目，学校での敷地内全面禁煙化のうねりなど，わが国

の喫煙対策は着実に前進している

喫煙対策のうち分煙は，非喫煙者を喫煙者の発する有

害なたばこの煙から守るための対策であり，喫煙者の健

康への配慮はない.一方，敷地内全面禁煙は，喫煙者に

とってもその場にいる限りたばこのf吾から守られ，かっ

禁煙の動機付けとなることから禁煙対策の側面を持っと

ともに，児空・生徒・学生に喫煙を開始する場を与えな

いことから防煙対策の側面も持つ. i患者の健康を回復

し，疾病の原因や悪化因子を取り除く場」である附属病

院の敷地内全面禁煙に引き続き 「県民の保健-医療-

福祉に百献する医療人の教育および育成の場」である本

学が2006年4月をもって敷地内全面禁煙となることは井

然のことであるが 全国の大学のなかでも早期に踏み切

るに至ったことは評価される このことは県民に対し

「たばこは健康にとって有害である」という明らかな

メッセージを本学から発信ーするという意味を持つ

大学敷地内全面禁煙にあたっては 学生に対し入学後

早期に，喫煙の有害性のみならず，将来医療人として白

ら健康行動役割モデルを担い，また健康教育を行う立場

に立つという自覚を促す教育が必要であろう.また，学

内の全ての教職員および学生が 本学が敷地内全面禁煙

すべき理由を正しく理解し 現喫煙者の禁煙に向けたサ

ポートを行うことが必要とされる.教職員-学生の禁煙

サポートには新設が予定されている「健康管理セン

ター」がその役割を担うことが期待される.また，現在

「大学禁煙化プロジェクトJ52)や前述の「たばこのない

学校推進プロジェクトJ51)など 大学での喫煙対策を

支援する活動も活発に行われており 積極的に利用して

いく価値があると忠われる. なお，かくれ喫煙や石在信犯

喫煙者への対策は敷地内全面禁煙を実効あるものとする

ために重要であり 教職員が喫煙現場を目撃した場合か

ならず芦をかけることを徹底する必要がある

すなわち，

1 )学生に対する入学初期からの喫煙の有害性および医

療人としての白覚を促す教育

2)全ての学牛ー・教職員が敷地内全面禁煙すべき理由に

ついて共通理解をもつこと

3)現喫煙者への禁煙に向けたサポートの充実



4)かくれ喫煙・確信的喫煙への対策

5)学外からの来訪者や委託業者等に対する周知の徹底

が本学敷地内全面禁煙のために必要であろう

筆者自身，医学部在学中から喫煙者であり，ト公衆衛

生の医者のくせに」という妻からの非難の声でやっと禁

煙できた経験から喫煙は「晴好」ではなく「薬物依存」

であるということを身をもって感じている.本学の敷地

内全面禁煙を機に，学内の喫煙者が禁煙に踏み切り，県

内の喫煙者のひとりでも多くが禁煙へ動機付ーけられるこ

とを期待している
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